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～
公
共
施
設
を
ム
ダ
な
く
、
有
効
に
利
用
し
ま
す
～

　

市
が
持
っ
て
い
る
公
共
施
設
に
つ
い
て
、
建
物
の
性
能
（
施
設
）、

コ
ス
ト
の
状
況（
財
務
）、
利
用
の
状
況（
供
給
）
が
今
ど
う
な
っ
て
い

る
か
を
明
ら
か
に
し
、
施
設
ご
と
に
ま
と
め
ま
し
た
。

　

ま
た
、
施
設
の
現
状
を
市
民
の
皆
さ
ん
に
広
く
知
っ
て
も
ら
う

た
め
、「
公
共
施
設
白
書
」
を
ま
と
め
ま
し
た
。

○
市
が
保
有
す
る
公
共
施
設
に
つ
い
て

　
面
積
比
で
多
い
の
は
教
育
や
住
宅

　

市
が
持
っ
て
い
る
公
共
施
設
の
総
面
積*

は
、

約
49
万
㎡
（
住
民
一
人
当
た
り
５
．０
㎡
）
で
す
。

こ
れ
は
東
京
ド
ー
ム
約
10
個
分
に
当
た
り
ま
す
。

　
用
途
別
に
見
る
と
、学
校
教
育
系
施
設
が
も
っ

と
も
多
く
、
公
営
住
宅
、
市
民
文
化
系
施
設
と

続
き
ま
す
。

＊
全
施
設
の
面
積（
約
53
万
㎡
）の
う
ち
、
上
下
水
道

　
な
ど
を
除
く
約
49
万
㎡
を
対
象
と
し
て
い
ま
す
。

公
共
施
設
の
い
ま
、こ
れ
か
ら

○
支
所
ご
と
の
一
人
当
た
り
の
面
積
が

　
少
な
い
の
は
上
野
と
青
山
支
所
管
内

　

公
共
施
設
保
有
面
積
を
地
区
別
に
見
る
と
、
全
市
対

応
の
施
設
（
本
庁
舎
、
図
書
館
な
ど
）
が
所
在
し
て
い

る
上
野
が
最
も
多
く
、
伊
賀
、
青
山
、
阿
山
、
大
山
田
、

島
ヶ
原
地
区
の
順
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　

一
方
、
住
民
一
人
当
た
り
の
面
積
で
比
較
す
る
と
、

上
野
と
青
山
地
区
は
平
均
よ
り
少
な
く
な
っ
て
い
ま
す
。

施設の保有状況

○
県
内
の
他
市
と
く
ら
べ
る
と

　
伊
賀
市
の
公
共
施
設
の
面
積
は
多
い　

　
県
内
の
他
市
の
平
均
（
保
有
面
積
約
39
万

㎡
、
住
民
一
人
当
た
り
３
．６
㎡
）
と
比
較

す
る
と
、
保
有
面
積
で
平
均
よ
り
25
％
、
住

民
一
人
当
た
り
の
面
積
で
も
平
均
よ
り
39
％

多
い
こ
と
が
わ
か
り
ま
す
。

ど
ん
な
公
共
施
設
が

市
内
に
ど
の
く
ら
い
あ
る
の
？
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学校教育系施設
38.2％公営住宅

17.4％

市民文化系施設
9.9％

保健・福祉施設
6.7％

スポーツ等施設
6.2％

子育て支援施設
4.2％

社会教育系施設
2.7％

医療施設
0.7％

その他1.3％
医療施設（市民病院）3.7％
供給処理施設3.5％
産業系施設0.2％

公園0.1％
行政系施設5.1％

地区ごとの公共施設保有面積
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※
施
設
白
書
本
編
に
つ
い
て
は
市
ホ
ー
ム
ペ
ー
ジ
を
ご
覧
く
だ
さ
い
。

今
後
の
取
り
組
み

　

市
で
は
、
今
回
作
成
し
た
『
公
共
施

設
白
書
』
を
利
用
し
て
、
公
共
施
設
を

適
正
に
管
理
す
る
た
め
の
取
り
組
み
を

進
め
ま
す
。

◆
そ
れ
ぞ
れ
の
施
設
を
ど
う
活
用
す
べ

　

き
か
検
討
し
、
保
有
戦
略
を
作
成
し

　

ま
す
。
ま
た
、
地
域
の
状
況
を
考
慮

　

し
て
、
10
年
後
、
20
年
後
に
も
、
そ

　

れ
ぞ
れ
の
施
設
を
有
効
に
活
用
で
き

　

る
よ
う
管
理
の
方
法
を
決
定
し
ま
す
。

◆
す
べ
て
の
施
設
に
対
し
、
利
用
者
の

　

立
場
か
ら
も
、
ま
た
、
維
持
管
理
す

　

る
た
め
の
費
用
の
面
か
ら
も
、
最
適

　

な
運
営
を
す
る
た
め
、
市
で
は
積
極

　

的
に
フ
ァ
シ
リ
テ
ィ
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト*

　

に
取
り
組
み
ま
す
。

＊
フ
ァ
シ
リ
テ
ィ
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
：
施
設

　

を
経
営
資
源
と
と
ら
え
、
全
体
的
な

　

最
適
化
を
め
ざ
す
管
理
手
法

◆
社
会
情
勢
の
変
化
に
合
わ
せ
て
、
定

　

期
的
な
見
直
し
を
図
り
ま
す
。

　
こ
れ
ら
の
取
り
組
み
を
通
じ
て
、
市

　

民
の
財
産
で
あ
る
公
共
施
設
を
将
来

　

の
伊
賀
市
民
へ
持
続
可
能
な
形
で
継

　

承
し
て
い
く
こ
と
が
必
要
で
す
。

【
問
い
合
わ
せ
】　

管
財
課

　

☎ 

22
・
９
６
１
０　

ＦＡＸ
24
・
２
４
４
０

　

公
共
施
設
を
使
い
続
け

る
た
め
に
必
要
な
大
規
模

修
繕
や
建
て
替
え
な
ど
の

費
用
の
推
計
は
、
現
在
の

公
共
施
設
を
全
て
維
持
し

続
け
る
と
仮
定
し
た
場
合
、

支
出
が
も
っ
と
も
多
く
な

る
時
期
に
は
約
55
億
円
／

年
（
住
民
１
人
当
た
り
約

５
６
、５
８
０
円
）
程
度
の

更
新
費
用
が
必
要
と
な
る

こ
と
が
予
想
さ
れ
ま
す
。

　

一
方
、
過
去
か
ら
の
平

均
的
な
公
共
施
設
整
備

費
用
は
年
間
約
32
億
円
／

年
（
住
民
１
人
当
た
り
約

３
２
、９
１
９
円
）
で
す
。

　

こ
の
た
め
、
将
来
必
要

と
な
る
費
用
と
公
共
施
設
整

備
に
支
出
で
き
る
費
用
に
は

約
23
億
円
／
年
（
住
民
１
人

当
た
り
約
２
３
、６
６
１
円
）

程
度
の
差
が
生
じ
る
可
能

性
が
あ
り
ま
す
。

　平成 22 年に約 10 万人だった人口
は、平成 47 年には７万人程度に減少
すると想定されています。
　公共施設の利用者である市民（人口）
が今後減少すると、少子高齢化の進展
によって、必要な公共施設の種類が変
化することが見込まれます。

市の人口は
今後どうなっていくの？２

公
共
施
設
を
維
持
し
て
い
く
た
め
に

費
用
は
ど
の
く
ら
い
か
か
る
の
？

３

人
口
の
動
態
（
将
来
推
計
）
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H22年

20億円

H32年H27年 H37年 H42年 H62年H57年H47年 H52年

40億円

60億円

80億円

100億円

120億円 修繕ピーク時期 建て替えピーク時期


